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　掲　載　　確定申告の準備はお済みですか？

e-Tax機能の充実化　昨年より、e-TaxのWEB型ソフト「WEB版」と「SP版」が、「e-Taxソフト（WEB版）」
に統一され利用しやすくなっています。また、マイページから確認できる情報の拡充や、スマホ用電子証明書
に対応しマイナンバーカードを読み取らなくてもスマホ申告が可能になるなど、機能の充実化が進められてい
ます。
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◆  2 月 の 税 務 と 労 務 （如月）FEBRUARY
11日・建国記念の日
23日・天皇誕生日　24日・振替休日

2月
国　税 令和6年分所得税の確定申告
� 2月16日～3月17日
� （還付申告は申告期間前でも受け付けられます）
国　税 贈与税の申告� 2月1日～3月17日
国　税 1月分源泉所得税の納付� 2月10日
国　税 12月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）
� 2月28日
国　税 6月決算法人の中間申告� 2月28日
国　税� 3月、6月、9月決算法人の消費税等の

中間申告（年3回の場合）� 2月28日
国　税� 決算期の定めのない人格なき社団等の

法人税の確定申告及び納付� 2月28日
地方税 固定資産税（都市計画税）第4期分の納付
� 市町村の条例で定める日
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2─ 2月号

　毎年、2月16日から3月15日までは、所得税等（所

得税及び復興特別所得税）の確定申告書提出期間と定

められています。

　電子申告の機能拡充により、以前に比べれば確定申

告書に添付する資料の種類も減ってはきましたが、申

告期間が限定されていることから、効率的に申告書を

作成し提出するためには、事前の準備が欠かせません。

　今回は多くの方に関連する所得税等の確定申告につ

いて、特に所得の種類に応じて事前に準備・整理して

おくべき事項を中心にみていきます。

Ⅰ　確定申告とは？

　所得税等の確定申告は、毎年1月1日から12月31

日までの１年間に生じた所得金額と、それに対する所

得税等の額を計算して確定させる手続です。確定した

所得金額や納税額に基づいて、翌年2月16日から3月

15日の間に申告し、納税します。3月15日が休日に

当たる場合は、翌平日が納期限となります。

　給与所得者が医療費控除や住宅借入金等特別控除な

どを適用して所得税等の還付を求める場合は、前述の

申告期間と関係なく、その年の翌年1月1日から5年間、

確定申告書を提出することができます。

　所得税等の確定申告書は、提出時の納税地を所轄す

る税務署に提出します。納税地とは、一般的には確定

申告書を提出する方の住所地になります。

Ⅱ　事前準備しておくこと

１　事業所得を有する方

　事業所得金額は、１年分の収入金額から経費金額を

差し引いて算出します。

　青色申告者の場合は青色申告決算書、白色申告者の

場合は収支内訳書を確定申告書に添付して、所得金額

の算出内容を記載しなければなりません。

　白色申告の場合は青色申告に比べて簡易な形式での

記帳が認められていますが、請求書や領収書、預金通

帳などの各種記録から取引金額を誤りなく帳簿に記載

し、所得金額を算出することは、青色申告と変わりが

ありません。また、青色申告・白色申告を問わず、各

種記録の整理や記帳は各月ごとにこまめに行うことが

肝要です。

２　不動産所得を有する方

　不動産所得も事業所得と同様、１年分の収入金額か

ら経費金額を差し引いて算出します。また、青色申告

者の場合は青色申告決算書、白色申告者の場合は収支

内訳書を確定申告書に添付する必要があることも、事

業所得と同じです。

　なお、同族会社の役員が、その同族会社の事務所等

として自宅を会社に貸し付け、賃貸料を受領している

ケースがあります。通常、年末調整済みの給与の他の

所得金額が20万円以下の場合は、確定申告をする必

要はありません。しかし、同族会社役員が会社から受

領する賃貸料については、所得金額が20万円以下で

も不動産所得として給与所得と合算して確定申告をす

る必要があるので、注意が必要です。

３　土地・建物など不動産の譲渡所得を有する方

　土地・建物などの譲渡所得は、土地や建物を売却し

た金額からその土地建物の取得費と譲渡費用の額を差

し引いて算出します。

　取得費には、売却した土地や建物の購入代金や建築

代金のほか、購入の際に支払った立退料や測量費、土

地改良のための造成費用などが含まれます。なお、建

物の取得費は、購入代金などの合計額から所有期間中

の減価償却費相当額を差し引きます。

　確定申告の際には、これらの支出を証明する売買契

約書や請求書、領収書の準備が必要ですが、購入年月

が古く、契約書等を紛失して取得費が判らない場合は、

売却価額の５％相当額を取得費として計算します。

　一方、譲渡費用には、仲介手数料や印紙代、建物の

取壊し費用、借家人に家屋を明け渡してもらうときに

支払った立退料など、売却のために直接要した費用が

含まれますので、これらの支払を証明する資料を準備

してください。

４　株式の譲渡所得を有する方

　株式等を売却して譲渡益が発生した場合は、金融商

品取引業者に開設した口座のいずれの取引かにより課

確定申告の準備は
お済みですか？　
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税関係が異なります。【表参照】
　確定申告で、株式等を売却した場合の譲渡益を申告

する場合、売却金額からその株式等の取得価額と売却

手数料等を差し引いて所得金額を算出します。

　取得価額には、その株式等を取得した際に支払った

購入手数料のほか、購入時の名義書換料などその株式

等を取得するために要した費用も含まれます。

　売却した株式等が相続により取得したものであると

か、購入時期が古いといった事情により取得価額が判

らない場合は、土地・建物の譲渡所得と同様、売却額

の５％相当額を取得価額とすることができます。なお、

この計算は、同一銘柄の株式等ごとに行います。

Ⅲ　提示や写しの添付が必要な書類の準備

１　本人確認書類

　税務署に確定申告書を持参する場合は本人確認書類

の提示、郵送する場合はその写しの添付が必要です。

　マイナンバーカードがあれば本人確認できますが、

持っていない方は、マイナンバーを確認する書類とし

て「マイナンバーが記載された住民票の写し」や「マイ

ナンバーの通知カード」を、加えて身元確認書類とし

て「運転免許証」や「パスポート」などを提示・添付し

ます。

２　各種控除の証明書類

　各種の所得控除を適用する場合は、社会保険料控除

や生命保険料控除、地震保険料控除、医療費控除など、

適用する控除ごとに証明書類を準備します。

　医療費控除については、医療費通知や、領収書等に

基づいて作成した医療費控除の明細書の添付が必要で

すので、事前に作成しておきましょう。なお、医療費

の領収書は提出不要ですが、後日、税務署から提示・

提出を求められる場合があるので、５年間保管する必

要があります。

３　源泉徴収票

　給与所得がある方は、勤務先から交付される源泉徴

収票の記載事項を確定申告書に転記します。源泉徴収

票そのものは提出不要ですが、申告書の作成には不可

欠の資料ですので、必ず取り寄せるようにしてくださ

い。

【参考資料】  
国税庁タックスアンサー No1000

「所得税のしくみ」 

表　株式の譲渡所得の課税関係

国税庁資料より

一般口座
での取引

ご自分で年間の
譲渡損益を計算

特定口座
での取引

金融商品取引業者等が
年間の譲渡損益を計算
（特定口座年間取引報告書）

簡易申告口座

源泉徴収口座 申 告 不 要
泫

注：「源泉徴収口座」における上場株式等の譲渡所得等について、令和 5年度分（令和 4年分）までの住民税では所得税と異な
る課税方式を選択できましたが、令和 6年度分（令和 5年分）以後の住民税では所得税と同一の課税方式が適用されます。

譲渡損➡上場株式等の
　　　　利子等・配当
　　　　等と損益通算
　　　➡繰越控除
　　　　（3年間）

譲渡益×15％
（ほかに住民税 5％）確

定
申
告

選択

選択

　労働保険料等の口座振替納付は、労働保険料等を届
出のあった口座から引き落とし、納付をするものです。
　口座振替納付の場合、全期または第1期の納付日（引
落日）が「9月6日」となり、本来の納付日（7月10日）よ
り約2か月のゆとりができる点がメリットの1つです。
　第1期から口座振替納付に切り替えるときは、2月25

日までに申込みをする必要があります。
　所定の申込用紙を金融機関の窓口に提出し、1度申
込みをすれば翌年以降は提出をする必要がありません。
申込用紙の入手は、お近くの労働局・労働基準監督署
の窓口にて、または、厚生労働省ホームページからダウ
ンロードすることができます。
　なお、延納（分割納付）の申請をし、第2期から口座
振替納付にするときは8月14日、第3期から口座振替
納付にするときは10月11日が申込締切日となります。

２月の労務 ピックアップ 
労働保険料等の口座振替納付手続き
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KEY WORD  
為替差益・為替差損が　 
生じた場合
　外貨預金で、例えば 1ドル 100 円の時に 2 万
ドル分の外貨を預けて、1 ドル 120 円の時に払
い戻したら、（120 円－ 100 円）× 2万ドル＝ 40
万円の得をします。逆の場合は損になります。こ
の利益や損失のことを「為替差益」、「為替差損」
といいます。
　為替差益は雑所得になりますが、年末調整済の
給与以外の所得が 20 万円以下であれば、確定申
告をしなくてもよいことになっています。ただし、
医療費控除や寄附金控除等を受けるために確定申
告をする場合は、給与以外の所得が 20 万円以下
でも、その所得を除外することはできません。
　為替差損が生じた場合には、確定申告をする必
要はありません。しかし、為替差損以外の雑所得
（公的年金等）がある場合は、他の雑所得と為替
差損を相殺できるため、為替差損についても確定
申告の計算に含めた方がよいということになりま
す。

■□□□□税金クイズ
　国税のキャッシュレス納付のうち、全税目の納

付が可能なものは、次のうちどれでしょうか？

　①　ダイレクト納付

　②　電子納税

　③　クレジットカード納付

　④　スマホアプリ納付

【解説】  

　国税の納付については、現状、全体の約6割強が金

融機関・税務署の窓口やコンビニにおいて現金で行わ

れています。国税庁では、令和8年度までにキャッシ

ュレス納付割合を5割とする目標を設定しており、決

済手段の多様化やキャッシュレス化が進展する中、次

のような納付手段を導入して、納税者の利便性向上を

図っています。

・振替納税［申告所得税及び個人事業者の消費税のみ

利用可能］：振替依頼書を提出し、指定した預貯金

口座からの口座引落しにより納付します。

・ダイレクト納付（e-Taxによる口座振替）[全税目で

利用可能]：利用届出書を提出し、e-Taxで申告した

後、簡単な操作で、即時又は期日を指定して預貯金

口座からの振替により納付します。

・電子納税［全税目で利用可能］：e-Taxの利用開始届

出書を提出し、ペイジー（Pay-easy）に対応した金

融機関のネットバンキングやATMで納付します。

・クレジットカード納付［全税目で利用可能］：専用の

Web画面（国税クレジットカードお支払サイト）で、

クレジットカード情報を入力して納付します。

・スマホアプリ納付［全税目で利用可能］：専用の

Web画面（国税スマートフォン決済専用サイト）で、

利用可能なPay払いを選択して納付します。

 正解は、①～④全部でした。

� （出典：国税庁資料）

 消費税  車両の買い替え
　事業用の車両を新車に買い替えた場合に、消
費税の処理に悩まれる方も多いと思います。例
えば、帳簿価額 100 万円の車を 70 万円で売却
（下取り）し、現金 230 万円を足して、300 万
円の新車を購入したとします。簿価 100 万円
の車を 70 万円で売却したわけですから、30 万
円の損をしたことになります。損だから消費税
はかからないのでは、と考える方もおられるか
もしれませんが、消費税は損益に関係なく売却
額に課税されます。したがって、この場合は
70 万円が課税売上となります。
　所得税や法人税は「もうけ」に課税されます
が、消費税は「譲渡額」に課税されますので、
この点が大きな違いです。
　一方、課税仕入は、現金を足した 230 万円
ではなく、新車代金の 300 万円となります。


